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資
源
物
回
収
状
況
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空
き
瓶
・
空
き
缶
・
紙
類
・
牛
乳

パ
ッ
ク
な
ど
の
資
源
物
を
毎
月
１

回
、
回
収
し
、
資
源
再
利
用
を
促
進

し
て
い
ま
す
。

　
平
成
27
年
度
の
資
源
物
の
回
収
量

は
、
合
計
で
約
7
7
0
ト
ン
、
売
り

払
い
金
額
は
お
よ
そ
1
，
5
0
0
万

円
に
な
り
ま
し
た
。

　
資
源
リ
サ
イ
ク
ル
は
、
一
人
ひ
と

り
の
正
し
い
出
し
方
に
支
え
ら
れ
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、
リ
デ
ュ
ー
ス
（
ご
み
そ
の

も
の
を
減
ら
す
）・
リ
ユ
ー
ス
（
繰

り
返
し
使
う
）
と
合
わ
せ
て
３
Ｒ
運

動
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
こ
れ

か
ら
も
皆
さ
ん
の
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

～
受
益
者
申
告
書
の
提
出
は
、

　
　
　
　
　
５
月
31
日
ま
で
に
～

　
平
成
28
年
度
に
受
益
者
負
担
金
を
賦
課

す
る
区
域
（
新
た
に
公
共
下
水
道
に
接
続

で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
区
域
）
は
、
三
迫

三
丁
目
、
東
一
丁
目
、
寺
迫
二
丁
目
、
稲

葉
地
区
の
各
一
部
で
す
。

　
受
益
者
負
担
金
は
、
そ
の
年
の
賦
課
区

域
内
に
土
地
を
お
持
ち
の
人
な
ど
に
対

し
、
そ
の
土
地
の
面
積
に
応
じ
て
賦
課
さ

れ
ま
す
。

　
上
下
水
道
課
で
は
、
受
益
者
な
ど
を
確

認
す
る
た
め
、
４
月
下
旬
に
受
益
者
申
告

書
を
送
付
し
ま
し
た
。
申
告
書
は
、
平
成

28
年
1
月
１
日
現
在
の
固
定
資
産
課
税
台

帳
に
記
載
さ
れ
て
い
る
土
地
の
所
有
者
に

送
付
し
ま
し
た
の
で
、
土
地
の
所
在
、
地

積
な
ど
を
確
認
の
う
え
、
５
月
31
日（
火
）

ま
で
に
同
封
の
返
信
用
封
筒
で
返
送
し
て

く
だ
さ
い
。

　
猶
予
・
減
免
の
対
象
と
な
る
土
地
が
あ

れ
ば
「
猶
予
申
請
書
」「
減
免
申
請
書
」

も
併
せ
て
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
申
告
書
を
５
月
31
日
ま
で
に
提

出
さ
れ
な
い
場
合

は
、
内
容
に
相
違
な

い
も
の
と
し
て
受
益

者
負
担
金
を
決
定
し

ま
す
。

種別 回収量（kg）
スチール缶 23,140
アルミ缶 37,740
ガラス瓶 169,650
ペットボトル 34,210
新聞 207,920
雑誌 89,360
ダンボール 147,480
布類 57,610
牛乳パック 4,330

合計 771,440
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町
内
で
看
板
、
は
り
紙
、
広
告
塔
な

ど
の
屋
外
広
告
物
を
表
示
・
設
置
し
よ

う
と
す
る
と
き
は
、
広
島
県
屋
外
広
告

物
条
例
に
基
づ
き
、
許
可
を
受
け
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
表
示
ま

た
は
設
置
で
き
な
い
場
所
や
物
件
、
許

可
申
請
の
必
要
の
な
い
広
告
物
、
広
告

の
大
き
さ
や
高
さ
の
基
準
が
あ
り
ま
す

の
で
、
事
前
に
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

主な屋外広告物の種類
種類 内　　　容

平 看 板
木または金属などの耐久性のある材料を使用して作成されたもの
で、土地に立てられ、または建造物その他の物件を利用して取りつ
けられ、広告表示面が板状で、一面または二面（板の両面）に平面
的に表示するもの。

広 告 塔
木または金属などの耐久性のある材料を使用して作成されたもの
で、土地に立てられ、または建造物その他の物件を利用して取りつ
けられ、表示面を含む構造物が角柱および筒形など立体的なもの。

電柱広告 電柱・街灯柱およびアーチ、アーケードの支柱などを利用して表示
するもの。

は り 紙 紙などに印刷または手書きされたもので、建物などにはり付けて表
示するもの。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
助
成
事

業
で
消
防
団
の
資
機
材

を
整
備
し
ま
し
た
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こ
の
度
、
宝
く
じ
の
社
会
貢
献
広

報
事
業
助
成

金
を
活
用
し

て
、
災
害
時

な
ど
に
使
用

す
る
Ｌ
Ｅ
Ｄ

バ
ル
ー
ン
型

投
光
機
1
機

と
ガ
ス
発
電

機
2
機
を
配
備
し
ま
し
た
。
配
備
し

た
バ
ル
ー
ン
型
投
光
機
と
ガ
ス
発
電

機
は
、
海
田
町
消
防
団
が
地
域
の
防

災
力
の
向
上
の
た
め
有
効
に
活
用
し

て
い
き
ま
す
。

※
宝
く
じ
の
社
会
貢
献
広
報
事
業
と

は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
に
必
要

な
備
品
や
集
会
施
設
の
整
備
、
安

全
な
地
域
づ
く
り
と
共
生
の
ま
ち

づ
く
り
、
地
域
文
化
へ
の
支
援
や

地
域
の
国
際
化
の
推
進
お
よ
び
活

力
あ
る
地
域
づ
く
り
な
ど
に
対
し

て
助
成
を
行
い
、
地
域
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
活
動
の
充
実
・
強
化
を
図

る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
社
会
の
健

全
な
発
展
と
住
民
福
祉
の
向
上
に

寄
与
す
る
た
め
の
事
業
で
す
。

【耐震診断】
○次の耐震診断について受け付けます
・町の登録を受けた木造住宅耐震診断

資格者に依頼して行うもの
○次の金額を補助します
　　耐震診断に要する費用（税抜）の

２分の１まで（上限額 １万５千円）
○添付書類
　　申請する住宅の登記事項証明書、

建築確認通知書の写し、診断費用の
見積書の写し、その他必要な書類

○木造住宅耐震診断資格者について
　　平成28年５月１日現在、11名の

建築士が登録しています。建設課ま
たは町ホームページで確認できま
す。

○
次
の
す
べ
て
を
満
た
す
建
物
が
補
助

対
象
で
す

・
町
内
に
あ
る
木
造
住
宅
で
、
地
階
を

除
く
階
数
が
2
以
下

・
所
有
者
自
ら
が
居
住
す
る
一
戸
建
て

住
宅
、
ま
た
は
店
舗
併
用
住
宅
（
居

住
部
分
の
面
積
が
延
べ
面
積
の
２
分

の
１
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
）

　
※
賃
貸
住
宅
は
除
き
ま
す
。

・
昭
和
56
年
５
月
31
日
以
前
に
建
築
に

着
手
し
た
在
来
軸
組
工
法
ま
た
は
伝

統
工
法
（
主
要
な
柱
の
径
が
14
㎝
以

上
）
の
建
物

・
建
築
基
準
法
に
適
合
し
て
建
て
ら
れ

た
も
の

○
次
の
す
べ
て
を
満
た
す
人
が
申
請
で

き
ま
す

・
町
に
住
民
票
を
有
す
る
対
象
住
宅
の

所
有
者
で
、
現
に
居
住
し
て
い
る
人

・
町
税
な
ど
を
滞
納
し
て
い
な
い
人

地 震 に 強 い
住まいづくりを
支 援 し ま す ！

【耐震改修】
○次のすべてを満たす工事について受け付けます
・建築士事務所に所属する建築士が設計し、工事監理を行う工事
・耐震診断の結果、上部構造評点が1.0未満の住宅を1.0以上にする補強工事
・建物の増築を伴わない工事
○次の金額を補助します
　　耐震改修工事に要する費用（税抜）の３分の１まで（上限額 40万円）
○添付書類
　　建物の付近見取図、登記事項証明書、建築確認通知書の写し、耐震診断結果報

告書の写し、耐震改修工事に関する書類・図面、工事費見積書の写し、設計およ
び工事監理を行う建築士の免許証の写し、建物の外観写真、その他必要な書類

○注意事項
　　申し込みにあたって

は、あらかじめ建築士
による耐震診断が必要
ですが、町の補助金を
受けたものでなくても
申し込みできます。

　
平
成
７
年
に
発
生
し
た
阪
神
・
淡
路
大
震
災
で
は
、
家
屋
の
倒
壊
に
よ

り
多
く
の
尊
い
命
が
奪
わ
れ
ま
し
た
。
こ
の
と
き
倒
壊
し
た
建
物
の
多
く

は
、
昭
和
56
年
以
前
の
旧
耐
震
基
準
に
よ
り
建
て
ら
れ
た
木
造
住
宅
で
し

た
。
町
で
は
、
木
造
建
物
の
耐
震
改
修
を
促
進
し
、
地
震
に
強
い
ま
ち
づ

く
り
を
め
ざ
す
た
め
、
住
民
の
皆
さ
ん
が
行
う
耐
震
診
断
お
よ
び
耐
震
改

修
工
事
に
か
か
る
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

　
こ
れ
ら
２
つ
の
補
助
制
度
は
併
用
し
て
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ぜ

ひ
こ
の
機
会
に
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。
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木
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住
宅
耐
震
診
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耐
震
改
修
補
助
事
業
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広
島
広
域
都
市
圏
で
新
た
な

連
携
に
取
り
組
み
ま
す
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人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
が
全
国
的
な
課
題
と

な
る
中
、
本
町
が
持
続
的
に
発
展
す
る
た
め
に

は
、
イ
ベ
ン
ト
情
報
の
広
報
や
職
員
研
修
の
共
同

実
施
、
プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
の
共
同
応
援
な
ど
、
こ
れ

ま
で
広
島
広
域
都
市
圏
の
24
市
町
で
進
め
て
き
た

連
携
や
交
流
を
基
に
、
各
市
町
の
強
み
を
伸
ば
し

弱
み
を
相
互
に
補
う
た
め
の
施
策
を
、
他
の
市
町

と
連
携
し
な
が
ら
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
「
ヒ
ト
・
モ
ノ
・
カ
ネ
・
情
報
が
巡
る
都
市
圏
」

「
ど
こ
に
住
ん
で
も
安
心
で
暮
ら
し
や
す
い
都
市

圏
」「
住
民
の
満
足
度
が
高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

展
開
で
き
る
都
市
圏
」
の
実
現
を
め
ざ
す
広
域
都

市
圏
と
し
て
の
取
り
組
み
と
、
総
合
戦
略
に
掲
げ

た
取
り
組

み
を
併
せ

て
実
施
し

て
い
く
こ

と
で
、
人

口
減
少
に

歯
止
め
を

掛
け
、
将

来
に
わ
た

る
発
展
を

図
っ
て
い

き
ま
す
。

《算定例》
例①　耐震改修工事費が150万円（税抜）の場合
　1,500,000円×1/3＝500,000円＞400,000円 となり
　補助金額は40万円となります。
例②　耐震改修工事費が100万円（税抜）の場合
　1,000,000円×1/3≒333,000円＜400,000円 となり
　補助金額は33万3千円となります。（千円未満切捨）

○
申
し
込
み
方
法

　
５
月
2
日（
月
）か
ら
10
月
31
日（
月
）（
申

し
込
み
先
着
順
）
ま
で
に
建
設
課
（
役
場

２
階
）
で
配
布
す
る
申
請
書
に
添
付
書
類

を
添
え
て
、
建
設
課
へ
（
申
請
書
は
町
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま

す
。 

く
ら
し
の
情
報  

→  

住
ま
い
・
道
路
・

交
通  

→  

住
宅
支
援 

）

※
予
算
に
限
り
が
あ
り
ま
す
の
で
、
申
し

込
み
多
数
の
場
合
は
早
期
に
終
了
す
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。

○
注
意
事
項

・
耐
震
診
断
、
ま
た
は
耐
震
改
修
工
事
は

町
か
ら
補
助
金
の
交
付
決
定
を
受
け
た

後
に
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

・
来
年
2
月
28
日（
火
）ま
で
に
完
了
し
、
町

に
実
績
報
告
書
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

・
他
の
制
度
に
よ
る
補
助
金
や
給
付
を
受

け
て
行
う
診
断
ま
た
は
工
事
の
部
分
は

補
助
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。


